
資料Ⅰ-１

都市再生緊急整備協議会
の設立についての設立について



○都市再生緊急整備地域における市街地の整備に関する協議を行うため 都市再生緊

都市再生緊急整備協議会

○都市再生緊急整備地域における市街地の整備に関する協議を行うため、都市再生緊
急整備地域ごとに組織することができる国・地方・民間による官民連携の協議会。
○協議会は、都市再生緊急整備地域の「都市再生安全確保計画」並びに特定都市再生

緊急整備地域の「整備計画」を作成することができる緊急整備地域の「整備計画」を作成することができる。

協議会の構成員

(1) 国の関係調整機関等の長 【法第19条第1項】
①国の関係行政機関の長のうち本部長（＝内閣総理大臣）
②本部長の委嘱を受けたもの（＝各省大臣）
③関係地方公共団体の長（＝都道府県知事・市町村長）③関係地方公共団体の長（＝都道府県知事・市町村長）

(2) 独立行政法人の長等【法第19条第2項】 → （1）が、協議して加えることができる者
①独立行政法人の長
②特殊法人の代表者
③地方公共団体の長その他の執行機関（関係地方公共団体の長を除く。）
④地方独立行政法人の長
⑤都市再生緊急整備地域内において 事⑤都市再生緊急整備地域内において
都市開発事業を施行する民間事業者

⑥都市再生緊急整備地域内において
公共公益施設の整備若しくは管理を行う者

国地方公共団体 民間事業者
など

⑦都市再生緊急整備地域内の建築物の所有者、
管理者、占有者

⑧鉄道事業者 1



全国の都市再生緊急整備地域及び
特定都市再生緊急整備地域の指定状況について

那覇市
1地域 11ha 札幌市 2地域 163ha

都市再生緊急整備地域（６３地域）

特定都市再生緊急整備地域（１１地域）

凡例

仙台市 2地域 125ha

札幌駅・大通駅周辺地域 110ha
特定都市再生緊急整備地域（１１地域）

さいたま市川口市 2地域 115ha

東京都 7地域 2,760ha

東京都心・臨海地域 1,991ha
新宿駅周辺地域 220ha

岐阜市 1地域 30ha

新宿駅周辺地域 220ha
渋谷駅周辺地域 139ha
品川駅・田町駅周辺地域 184ha

千葉市柏市

京都市向日市長岡京市 4地域 261ha

神戸市尼崎市 4地域 367ha

4地域 185ha

横浜市 4地域 286ha
川崎市 3地域 534ha
相模原市藤沢市厚木市 3地域 86ha

岡山市 1地域 47ha

広島市福山市 2地域 84ha

横浜都心・臨海地域 233ha
川崎殿町・大師河原地域 43ha

静岡市浜松市 2地域 91ha

福岡市 2地域 790ha
北九州市 2地域 110ha

福岡都心地域 231ha

名古屋市 3地域 553ha

名古屋駅周辺・伏見・栄地域 110ha

大阪市堺市守口市 寝屋川市豊中市高槻市 13地域 1,134ha

大阪駅周辺･中之島･御堂筋周辺地域 82ha
大阪コスモスクエア駅周辺地域 53ha

高松市 1地域 51ha
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大阪市域における都市再生緊急整備地域
及び特定都市再生緊急整備地域

都市再生緊急整備地域

特定都市再生緊急整備地域
大阪駅・中之島・御堂筋周辺地域

特定都市再生緊急整備地域

大阪ビジネスパーク駅周辺・
天満橋駅周辺地域

難波・湊町地域

阿倍野地域

大阪コスモスクエア駅周辺地域
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